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2005年度林業経済学会秋季大会報告

わが国における地域版「基準と指標」の作成
と今後の課題

駒木貴彰（森林総研北海道）
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「基準と指標」検討の背景

1. 環境保全面で森林の有する機能への期待

2. 林業を通じた森林管理の継続性の確保に国民
的理解が高まりつつある。

3. 住宅建築面でも地材地消の動きが広がりを
持ってきた。

4. 森林ボランティア、森林ＮＧＯ、漁民等、多
様な主体が森林整備に関心を寄せている。

5. 地球温暖化防止との関わりから、政策的意図
を反映した森林整備への取り組みが強化され
ており、今年２月の京都議定書発効により、
さらに重要性を増している。
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森林生態系を重視した公共事業の導入手法
調査

 平成８年度から開始された林野庁の委託事業で
あり、北海道と高知県が委託先（事業主体）と
なり、10年間の予定で実施されている。17年度
で終了。

 モデル流域は石狩・空知森林計画区（北海道）
と四万十川森林計画区（高知県）。

 わが国における「モデル森林」の調査事業に位
置づけられている。

 森林総研（北海道支所と四国支所）は事業遂行
に対する助言者としての役割を与えられている。
北海道支所は地域版指標の検討も担当している。
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導入手法調査事業の実施背景

 公共事業の実施に当たり、事業者は森林生態系
の維持や保全を重視した作業を実行することが
求められており、そのためのガイドラインを必
要としている。

 事業の必要性や効果を事前・事後に科学的な見
地から評価するための基準と指標を明確にする
必要がある。

 事業者は、事業の必要性や効果等を科学的な知
見をふまえて市民に説明する責任がある。
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地域版指標

 森林総研北海道支所では、今年度でモントリオールプロセ
スの７基準全てについて、北海道地域での適用を前提とし
た地域版指標と、実施の際に想定される問題点等の検討を
行った。

ＭＰの７基準

１．生物多様性の保全

２．森林生態系の生産力の維持

３．森林生態系の健全性と活力の維持

４．土壌及び水資源の保全と維持

５．地球的炭素循環への森林の寄与の維持
６．社会の要望を満たす長期的・多面的な社会・経済便益

の維持及び増進
７．森林の保全と持続可能な経営のための法的・制度的及

び経済的枠組み
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持続可能な森林経営のための基準・指標の地域版の検討

基準 指標 地域の指標としての妥当性・問題点 地域の指標 （提案） モニタリング手法

６．社会の要望を満たす長期的・多面
的な社会・経済便益の維持及び増
進

（１） 生産及び消費 ．下流の製造工程で付加された価値を含 妥当 木材需給量、木材・木材製品 木材関係の各種統計書a a. a. a.
む木材及び木材製品の生産額及び量 の出荷額 に記載

．非木質製品の生産額及び量 妥当 特用林産物の需給量、生産額 特用林産物統計等に記b b. b. b.
載

．人口一人当たりの消費を含む木材及び木 妥当 の指標を人口で除した値 の統計書と人口統計c c. c.a c.a
材製品の供給と消費 に記載

木材及び非木材製品生産の価値の 森林部門の地域経済への貢献度を計 と の金額合計を地域版 統計書及び地域におけd GDP d. d.a b d.
に占める比率 るには の地域版を用いる必要が で除した値 る総生産額データに整理GDP GDP

ある。

．林産物のリサイクルの程度 古紙と建設廃材のリサイクル率は算 古紙と建設廃材のリサイクル リサイクル法によってe e. e. e.
定可能だが、精度に問題がある。 率 収集される行政資料や年

次統計に記載

．非木材製品の供給及び消費／利用 妥当 特用林産物の供給量と消費量 特用林産物統計と食糧f f. f. f.
需給表に記載

現在入手が比較的容易なデータとし 体験の多様性を考慮したROS 森林計画書にROS区分ご（２）レクリエーション及び観光 全森林面積と対比した、一般的なレク .a. a a. a.
て他地域との比較を行う際には適切だ 概念を導入する。 との面積を記載すれば、リエーション及び観光のために経営され
が、レクリエーション体験の質が考慮 モニタリング可能。る森林の面積及び比率
されていない。

．人口及び森林面積と対比した、一般的 b.同上 b.同上 b.同上b
なレクリエーション及び観光に利用され
た施設数及び施設のタイプ

現在入手が比較的容易なデータとし 滞在時間別（たとえば半日ご 入林者数計測装置と定c．人口及び森林面積と対比した、レクリエ c. c. c.
て他地域との比較を行う際には適切だ とに）に延べ日数を集計する。 期的な利用アンケート調ーション及び観光のための利用客滞在延
が、滞在時間の長短が混在しており、 査の併用べ日数
レクリエーション的な質を評価する指

。標としては不適切
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基準 指標 地域の指標としての妥当性・問題点 地域の指標 （提案） モニタリング手法

a a. a. a.７ （３）次の項目を通じて行う森林 ．投資の長期性を認識するとともに、森 税制や融資制度は地域レベルでの指 地域指標には不向き．
の保全及び持続可能な経営を 林の生産物及びサービスの長期的需要を 標には使えない。
推進する経済的枠組み（経済 満たすために、市況、非市場経済的評価
政策及び手段） 及び公的政策決定に対応して森林部門内

外への資金の流れを許容するような投資
及び課税政策並びに関連する法的環境

b b. b. b.．森林生産物の非差別的貿易政策 地域単独での指標としては使えな 地域指標には不向き
い。

（４）以下を含む森林の保全及び ．基準１から７までに関連する指標を測 地域の統計資料や調査データの整備 地域レベルでの統計及び調査 行政や研究機関・教育a a. a. a.
持続可能な経営における変化 定又は記述するため重要な、最新のデー 状況を把握する必要があるが、全ての データの公表 機関の資料がどのような
を計測及びモニターする能力 タ、統計及び他の情報の提供可能性及び 指標に関する資料が完全に整っている 形で公表されているかを

その程度 とはいえない。 確認する。

．森林資源調査、評価、モニタリング及 資源調査や土地区画についてはデー モニタリング調査の仕組みの データの記載の確認b b. b. b.
び他の関連情報の範囲、頻度及び統計的 タや資料の正確性に問題がある場合が 有無
信頼性 ある。

．各指標についての測定、モニタリング及 国内でもベースとなる指標に地域的 地域別指標の策定状況 地域別指標策定の確認c c. c. c.
び報告に関する他国との整合性 特徴を加味した指標を設定する必要が

ある。

（５）以下を含む森林経営並び ．森林生態系の特徴及び機能についての 地域の森林研究機関や教育機関の研 研究予算及び人員配置 業務資料への記載a a. a. a.
に森林の生産物及びサービス 科学的理解の促進 究予算や人員の把握が必要。
の提供を改善することを目的
とした研究開発の実例及び応
用能力

b b. b. b.．環境的・社会的な費用及び便益の算定 地域レベルの指標にはなりにくい 地域指標には不向き
手法及びそれを市場及び政策に統合する
手法、並びに森林資源の減少又は増加を
国民経済計算体系に反映させる手法の開
発

．新技術の導入に伴う社会・経済的影響を 妥当 研究課題に取り上げられてい 研究課題一覧の確認c c. c. c.
評価するための新しい技術と能力 るか否か

．人間が介在することによる森林への影 妥当 研究課題に取り上げられてい 研究課題一覧の確認d d. d. d.
響を予測する能力の向上 るか否か

．想定されうる気象変動が森林に与える影 地域レベルを超えた地球レベルでの 研究課題に取り上げられてい 研究課題一覧の確認e e. e. e.
響を予測する能力 の研究であり、地域指標とするには難 るか否か

しい面がある。
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地域版指標作成の意義と課題

１．意義

自然再生事業との関わり

 議員立法の「自然再生推進法」が15年１月１日から施行
されている。

 第２条「自然再生」の定義

過去に損なわれた自然環境を取り戻すために、関係行政
機関、関係地方公共団体、地域住民、ＮＰＯ、自然環境
に関する専門家などの多様な主体が参加して、河川、湿
原、干潟、里山、森林などの自然環境を保全し、再生し、
あるいは創出すること、また現状を維持管理すること。

 第３条「基本理念」

自然再生は地域の自然環境特性や自然復元力、生態系の
微妙な均衡をふまえて、科学的知見に基づいて実施され
なければならない。
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• 自然再生事業は、生物多様性維持のための新
たな公共事業としての意味合いを持つ。

• その事業実施には自然生態系に関する科学的
知見の蓄積と、事業着手後の自然再生状況の
監視を含むモニタリング体制の充実が重要。

• 本委託事業は、自然再生という社会の要請に
応えるための新たな公共事業の実施に際し、
科学的な知見に基づく事前・事後の事業評価

の判断基準としても役立つ。
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２．課題

• 指標として重要であっても、科学的知見の
蓄積が十分でなかったり、モニタリングに
膨大な労力を必要とするものがあるため、
現時点で指標化できないものがある。

• 長期モニタリングが必要な指標も多くある
ため、データ収集を継続して指標のブラッ
シュアップを続け、科学的知見の精度を上
げていく調査体制が必要。


